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「
ト
リ
プ
ル
レ
ッ
ド
」で
の
ス
タ
ー
ト

　

ま
ず
、
第
2
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
が
ど
の

よ
う
な
政
治
環
境
で
ス
タ
ー
ト
し
た
の
か

を
整
理
し
よ
う
。

　

2
0
2
4
年
11
月
5
日
に
投
開
票
さ
れ

た
大
統
領
選
挙
は
、
共
和
党
候
補
の
ト
ラ

ン
プ
氏
が
計
5
4
0
人
の
選
挙
人
の
う
ち

3
1
2
人
を
確
保
し
、
民
主
党
候
補
の
カ

マ
ラ
・
ハ
リ
ス
副
大
統
領
（
当
時
）
を
下

し
た
。
25
年
1
月
以
降
の
連
邦
議
会
は
上

院
が
共
和
党
53
議
席
、
民
主
党
47
議
席
、

下
院
が
共
和
党
2
2
0
議
席
（
欠
員
3
）、

民
主
党
2
1
5
議
席
と
な
っ
た
。
政
権
・

上
院
・
下
院
の
全
て
で
共
和
党
が
優
勢
と

な
る
「
ト
リ
プ
ル
レ
ッ
ド
」
体
制
と
な
っ

て
い
る
。

　

物
価
高
や
白
人
中
間
層
の
没
落
が
進
む

中
、
ト
ラ
ン
プ
陣
営
は
バ
イ
デ
ン
政
権
の

経
済
対
策
、
移
民
対
策
を
激
し
く
批
判
し

て
き
た
。
ト
ラ
ン
プ
氏
の
主
張
が
米
国
の

男
性
、
保
守
派
、「
反
エ
ス
タ
ブ
リ
ッ
シ

ュ
メ
ン
ト
」
層
に
浸
透
し
た
結
果
、
激
戦

7
州
す
べ
て
を
押
さ
え
た
こ
と
が
勝
因
と

さ
れ
る
が
、
詳
細
な
分
析
は
今
後
の
研
究

に
委
ね
た
い
。

　

ト
リ
プ
ル
レ
ッ
ド
で
の
勝
利
を
て
こ
に
、

ト
ラ
ン
プ
氏
は
公
約
に
掲
げ
た
関
税
引
き

上
げ
や
連
邦
政
府
・
統
治
機
構
の
再
構
築
、

大
幅
な
規
制
緩
和
を
進
め
る
。
既
に
、
就

任
当
日
に
友
好
国
の
カ
ナ
ダ
と
メ
キ
シ
コ

の
製
品
に
25
％
の
関
税
、
中
国
製
品
に
は

10
％
の
追
加
関
税
を
課
す
と
表
明
し
た
。

ロ
シ
ア
や
イ
ン
ド
な
ど
新
興
国
で
構
成
さ

れ
る
「
B
R
I
C
S
」
諸
国
に
は
、
ド
ル

以
外
の
通
貨
で
の
決
済
を
進
め
る
な
ら
ば
、

1
0
0
％
の
関
税
を
か
け
る
と
警
告
し
た
。

今
後
、
日
本
や
欧
州
連
合
（
E
U
）
の
よ

う
な
同
盟
国
に
も
似
た
よ
う
な
関
税
措
置

で
揺
さ
ぶ
り
を
掛
け
る
と
み
ら
れ
る
。

　

閣
僚
・
高
官
候
補
の
人
選
で
は
、
政
治

経
験
よ
り
も
忠
誠
心
を
重
視
し
て
い
る
こ

と
が
改
め
て
鮮
明
に
な
っ
た
。
財
務
長
官

候
補
と
な
っ
た
ヘ
ッ
ジ
フ
ァ
ン
ド
創
業

C
E
O
（
最
高
経
営
責
任
者
）
の
ス
コ
ッ

ト
・
ベ
ッ
セ
ン
ト
氏
、
商
務
長
官
候
補
の

実
業
家
ハ
ワ
ー
ド
・
ラ
ト
ニ
ッ
ク
氏
は
ト

ラ
ン
プ
氏
の
意
向
を
支
持
し
て
お
り
、
法

人
減
税
や
関
税
措
置
を
推
し
進
め
る
だ
ろ

う
。

　

こ
う
し
た
現
状
を
踏
ま
え
た
上
、
本
稿

で
は
、
企
業
が
注
視
す
べ
き
三
つ
の
留
意

点
を
整
理
す
る
。
①
「
政
府
効
率
化
」
と

マ
ス
ク
氏
の
動
き
②
議
会
共
和
党
の
姿
勢

③
フ
レ
ン
ド
シ
ョ
ア
リ
ン
グ
の
弱
体
化
─

で
あ
る
。

　
米
国
の
第
2
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
が
発
足
し
た
。
大
統
領
に
返
り
咲
い
た
ト
ラ
ン
プ
氏
は
対
立
す
る
中
国
だ
け
で
は
な
く
、

カ
ナ
ダ
や
メ
キ
シ
コ
へ
の
関
税
賦
課
を
表
明
し
て
い
る
。
連
邦
政
府
の
再
構
築
や
大
幅
な
規
制
緩
和
を
進
め
る
意
向
も
示

し
て
き
た
。
米
国
は
深
刻
な
社
会
的
分
断
の
中
、
予
見
不
可
能
性
と
自
国
最
優
先
の
度
合
い
を
増
し
て
い
く
だ
ろ
う
。
新

政
権
の
政
策
、
議
会
と
の
関
係
を
整
理
し
な
が
ら
、
日
本
企
業
が
現
時
点
で
留
意
す
べ
き
三
つ
の
ポ
イ
ン
ト
を
取
り
上
げ

た
い
。

第
2
次
ト
ラ
ン
プ
政
権
の
激
流
に
備
え
る
た
め
の
留
意
点
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「
政
府
効
率
化
」と
マ
ス
ク
氏
の
動
き

　

第
一
に
注
目
す
べ
き
は
、
ト
ラ
ン
プ

2
・
0
で
の
「
政
府
効
率
化
」
を
著
名
起

業
家
イ
ー
ロ
ン
・
マ
ス
ク
氏
が
主
導
す
る

こ
と
で
あ
る
。
新
政
権
に
お
い
て
、
マ
ス

ク
氏
が
関
わ
る
宇
宙
開
発
や
神
経
科
学
、

デ
ジ
タ
ル
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
な
ど
の
領
域
の

規
制
緩
和
が
進
む
の
は
確
実
だ
。
マ
ス
ク

氏
は
ト
ラ
ン
プ
フ
ァ
ミ
リ
ー
の
新
参
者
で

あ
る
が
、
閣
僚
人
事
や
海
外
要
人
と
の
会

談
に
も
関
わ
っ
て
お
り
、
ト
ラ
ン
プ
2
・

0
で
は
民
間
人
で
あ
る
は
ず
の
マ
ス
ク
氏

の
行
政
・
外
交
へ
の
影
響
力
が
想
像
以
上

に
高
ま
り
そ
う
だ
。

　

マ
ス
ク
氏
は
24
年
7
月
、
ト
ラ
ン
プ
氏

を
推
薦
す
る
こ
と
を
公
式
に
表
明
し
、
7

月
以
降
、
ト
ラ
ン
プ
氏
の
選
挙
管
理
団
体

な
ど
に
総
額
約
1
億
8
0
0
0
万
㌦
を
献

金
し
、
自
身
が
買
収
し
た
S
N
S
で
も
ト

ラ
ン
プ
氏
を
精
力
的
に
広
報
し
た

1

。
こ

れ
を
受
け
、
ト
ラ
ン
プ
氏
は
マ
ス
ク
氏
が

提
唱
す
る
「
政
府
効
率
化
」
を
進
め
る
こ

と
を
決
め
、
11
月
の
大
統
領
選
挙
後
、「
政

府
効
率
化
省
（D

epartm
ent of 

G
overnm

ent Efficiency, D
O
G
E

）」

を
設
立
し
、
マ
ス
ク
氏
と
実
業
家
の
ヴ
ィ

ヴ
ェ
ッ
ク
・
ラ
マ
ス
ワ
ミ
氏
を
共
同
ト
ッ

プ
に
充
て
る
と
発
表
し
た
。
マ
ス
ク
氏
と

ラ
マ
ス
ワ
ミ
氏
は
、
ホ
ワ
イ
ト
ハ
ウ
ス
の

行
政
管
理
予
算
局
と
緊
密
に
連
携
し
て
、

規
制
撤
廃
、
行
政
手
続
き
の
削
減
に
よ
っ

て
連
邦
政
府
の
構
造
改
革
を
進
め
、
26
年

7
月
4
日
ま
で
の
活
動
期
間
に
お
い
て
年

間
5
0
0
0
億
㌦
の
支
出
削
減
を
目
指
す

と
表
明
し
て
い
る
2・3

。

　

焦
点
に
な
る
の
は
、
第
1
次
政
権
で
導

入
し
た
政
治
任
用
制
度
「
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

F
」
の
復
活
で
あ
る
。
実
行
に
移
さ
れ
れ

ば
、
共
和
党
か
ら
の
政
治
任
用
者
を
数
万

人
単
位
で
増
や
す
こ
と
が
で
き
、
ト
ラ
ン

プ
氏
の
意
向
に
従
わ
な
い
連
邦
政
府
職
員

の
大
量
解
雇
が
容
易
に
な
る
と
さ
れ
る

4

。

こ
の
プ
ロ
セ
ス
に
政
府
効
率
化
省
は
関
わ

り
得
る
。

　

政
府
効
率
化
省
は
「
省
」
の
名
を
冠
し

て
い
る
が
、
法
的
な
位
置
付
け
は
あ
い
ま

い
だ
。
ト
ラ
ン
プ
氏
の
声
明
に
よ
る
と
、

D
O
G
E
は
「
政
府
外
」
か
ら
助
言
す
る

と
さ
れ
て
い
る
。
D
O
G
E
の
公
式
X
ア

カ
ウ
ン
ト
は
「
週
80
時
間
以
上
、
コ
ス
ト

削
減
に
取
り
組
む
意
欲
を
持
ち
、
極
め
て

高
い
I
Q
を
持
つ
小
さ
な
政
府
志
向
の
革

命
家
を
募
集
す
る
」
と
発
表
し
た
。
民
間

企
業
の
経
営
者
・
株
主
で
あ
る
マ
ス
ク
氏

ら
が
公
的
な
立
場
か
ら
政
府
効
率
化
を
推

し
進
め
る
こ
と
は
、
連
邦
政
府
諮
問
委
員

会
に
透
明
性
と
公
平
性
を
求
め
る
法

（The Federal A
dvisory 

C
o
m
m
itte

e

 A
c
t

、

F
A
C
A
）
な
ど
に
抵
触
す
る

恐
れ
が
あ
る
が
、
ト
ラ
ン
プ
陣

営
は
特
に
問
題
視
し
て
い
な
い

よ
う
だ
。

　

こ
の
D
O
G
E
に
よ
る
改
革

の
対
象
と
し
て
、
特
に
注
視
さ

れ
る
の
が
、
連
邦
取
引
委
員
会

（
F
T
C
）、
連
邦
通
信
委
員
会

（
F
C
C
）、
運
輸
安
全
委
員
会

（
N
T
S
B
）、
証
券
取
引
委
員

会
（
S
E
C
）
な
ど
の
政
府
独

立
機
関
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
組

織
は
、
I
T
、
デ
ジ
タ
ル
を
は

じ
め
と
す
る
急
速
な
イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
に
対
応
し
、
執
行
権
や

規
制
の
範
囲
を
拡
大
し
た
。

　

背
景
に
は
、
連
邦
政
府
と
議

会
、
共
和
・
民
主
両
党
の
間
で

の
政
治
的
断
絶
に
よ
っ
て
立
法

が
難
し
く
な
っ
て
い
る
こ
と
、

そ
し
て
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の

加
速
に
法
制
度
整
備
が
必
ず
し

も
追
い
付
い
て
い
な
い
こ
と
、

こ
の
2
点
が
あ
る
。
政
府
独
立

機
関
は
競
争
法
の
概
念
や
執
行

権
、
規
制
を
用
い
て
、
人
工
知

能
（
A
I
）、
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ

政権と議会の分断・党派対立

共和党の不満 政府効率化省
SEC等のルール執行が「左派的」
先端技術ルールが立法を経ていない 政府外から助言し

規制緩和？

対立によって立法が困難 政府独立機関が新領域でルール策定
•AI、暗号資産、自動運転、ニューロサイエンス

トランプ氏

「大統領権限下に独立機関を戻す」

マスク氏と規制の関係

マスク氏の事業は規制緩和が必要
•SpaceXでFAAと対立
•インターネット衛星でFCCと摩擦
•ニューロサイエンスはFDAと摩擦の可能性

「イノベーション＞ルール」

〈図表1〉政府独立機関の規制を巡る動向

（出所）DTFA Institute 作成
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ー
マ
ー
、
暗
号
資
産
に
関
す
る
制
度
整
備

に
乗
り
出
し
て
お
り
、
議
会
共
和
党
内
に

は
立
法
軽
視
と
い
っ
た
不
満
が
蓄
積
さ
れ

て
い
る
。
ト
ラ
ン
プ
氏
も
公
約
「
ア
ジ
ェ

ン
ダ
47
」
で
政
府
独
立
機
関
の
自
律
的
な

政
策
執
行
を
批
判
し
、
大
統
領
権
限
の
下

に
戻
す
と
宣
言
し
て
い
た
。

　

D
O
G
E
の
活
動
で
は
、
規
制
緩
和
の

行
方
に
関
心
を
払
う
べ
き
で
あ
る
。
マ
ス

ク
氏
は
宇
宙
輸
送
サ
ー
ビ
ス
事
業
で
連
邦

航
空
局
（
F
A
A
）、
人
工
衛
星
事
業
で

F
C
C
と
激
し
く
対
立
し
て
き
た

5

。
さ

ら
に
脳
に
セ
ン
サ
ー
を
埋
め
込
み
、
デ
バ

イ
ス
を
操
作
す
る
「
ブ
レ
イ
ン
・
マ
シ
ン
・

イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
」
事
業
で
は
食
品
医

薬
品
局
（
F
D
A
）
と
の
摩
擦
が
不
可
避

と
さ
れ
て
い
る
。
ル
ー
ル
よ
り
も
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
を
優
先
す
る
マ
ス
ク
氏
の
下
、

D
O
G
E
は
政
府
独
立
機
関
や
政
府
部
局

に
対
し
、
大
規
模
な
権
限
縮
小
と
規
制
緩

和
を
求
め
る
可
能
性
が
あ
る
。
S
E
C
の

規
制
な
ど
が
緩
和
さ
れ
れ
ば
、
金
融
・
投

資
活
動
や
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
促
進
さ
れ

る
一
方
、
消
費
者
保
護
の
動
き
が
減
速
す

る
か
も
し
れ
な
い
（
図
表
1
）。

　

た
だ
し
、
ト
ラ
ン
プ
氏
の
方
針
は
常
に

予
見
不
可
能
性
が
あ
る

6

。
第
1
次
政
権

で
は
ト
ラ
ン
プ
氏
の
側
近
の
地
位
を
巡
っ

て
暗
闘
が
繰
り
広
げ
ら
れ
た
。
マ
ス
ク
氏

が
望
む
規
制
緩
和
と
ト
ラ
ン
プ
氏
が
目
指

す
規
制
緩
和
、
そ
の
方
向
性
が
今
後
も
一

致
す
る
か
ど
う
か
は
注
視
が
必
要
で
あ
る
。

議
会
共
和
党
の
姿
勢

　

第
二
に
注
目
し
た
い
の
は
、
連
邦
議
会

共
和
党
の
今
後
の
動
向
で
あ
る
。
ト
ラ
ン

プ
氏
が
勝
ち
取
っ
た「
ト
リ
プ
ル
レ
ッ
ド
」

に
よ
っ
て
新
政
権
と
議
会
共
和
党
は
共
闘

す
る
が
、
そ
の
中
で
、
ト
ラ
ン
プ
氏
は
大

統
領
へ
の
権
限
の
集
約
と
議
会
制
度
の
弱

体
化
を
狙
っ
て
い
る
節
が
あ
る

7

。

　

米
大
統
領
は
個
別
関
税
の
引
き
上
げ
や

移
民
対
策
な
ど
の
行
政
権
限
を
持
つ
一
方
、

予
算
編
成
・
執
行
な
ど
は
議
会
の
承
認
が

不
可
欠
と
な
る
。
特
に
上
院
で
速
や
か
に

承
認
を
得
る
に
は
、
6
割
以
上
の
賛
同
が

求
め
ら
れ
、
ハ
ー
ド
ル
が
高
い
。
第
2
次

ト
ラ
ン
プ
政
権
は
発
足
後
、
閣
僚
や
省
庁

政
治
任
用
者
の
上
院
承
認
を
速
や
か
に
得

ら
れ
る
か
が
課
題
と
な
る
（
図
表
2
）。

　

米
下
院
で
は
共
和
党
の
マ
イ
ク
・
ジ
ョ

ン
ソ
ン
氏
が
議
長
に
再
任
さ
れ
、
上
院
で

は
ジ
ョ
ン
・
ス
ー
ン
氏
が
共
和
党
ト
ッ
プ

の
院
内
総
務
に
選
出
さ
れ
た
。
ジ
ョ
ン
ソ

ン
下
院
議
長
は
ト
ラ
ン
プ
氏
の
主
張
に
近

い
一
方
、
ス
ー
ン
院
内
総
務
は
共
和
党
穏

健
派
と
さ
れ
、
ト
ラ
ン
プ
氏
と
の
距
離
感

が
課
題
に
な
る
。
ま
た
、
米
国
の
連
邦
議

会
で
は
共
和
、
民
主
両
党

と
も
に
党
議
拘
束
が
か
か

ら
ず
、
全
て
の
共
和
党
員

が
一
致
団
結
す
る
こ
と
は

な
い
。
議
会
共
和
党
に
お

い
て
ト
ラ
ン
プ
氏
の
影
響

力
は
高
ま
っ
て
い
る
が
、

そ
れ
で
も
、
政
権
は
議
会

と
の
折
衝
を
求
め
ら
れ
る

だ
ろ
う
。

　

折
衝
の
た
た
き
台
と
し

て
注
視
す
べ
き
は
、
議
会

共
和
党
が
発
出
し
て
い
く

メ
ッ
セ
ー
ジ
で
あ
る
。
例

え
ば
、
ジ
ョ
ン
ソ
ン
下
院

議
長
が
24
年
9
月
に
発
表
し
た
「
1
0
0

日
ア
ジ
ェ
ン
ダ
」
で
は
、
ト
ラ
ン
プ
氏
が

求
め
る
イ
ン
フ
レ
抑
制
法
（Inflation 

Reduction A
ct of 2022

、
I
R
A
）

撤
廃
な
ど
に
は
言
及
し
て
お
ら
ず
、
今
後

の
政
策
を
読
み
解
く
糸
口
と
な
る
。

I
R
A
は
、
名
称
の
通
り
、
過
度
な
イ
ン

フ
レ
を
抑
制
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い

る
が
、
同
時
に
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障

や
気
候
変
動
対
策
を
迅
速
に
強
化
す
る
こ

と
も
求
め
て
い
る
。

　

I
R
A
に
基
づ
く
気
候
変
動
対
策
支
援

投
資
は
多
く
の
共
和
党
優
勢
州
が
受
益
し

て
お
り

8

、
ジ
ョ
ン
ソ
ン
下
院
議
長
も
現

時
点
で
は
I
R
A
に
つ
い
て
は
税
控
除
額

の
見
直
し
を
示
唆
す
る
に
と
ど
ま
っ
て
い

る
。

　

一
方
、
ト
ラ
ン
プ
氏
は
政
府
効
率
化
や

減
税
、
移
民
対
策
な
ど
の
重
点
政
策
に
つ

い
て
は
、
大
統
領
権
限
で
進
め
る
意
向
だ
。

閣
僚
・
高
官
の
上
院
承
認
に
つ
い
て
も
、

大
統
領
の
「
休
会
任
命
」
を
増
や
す
こ
と

を
、
S
N
S
を
通
じ
て
上
院
共
和
党
に
求

め
た

9

。
連
邦
議
会
の
休
会
中
に
大
統
領

が
議
会
の
承
認
な
し
で
政
府
高
官
を
任
命

す
る
強
引
な
や
り
方
だ
が
、
ト
ラ
ン
プ
氏

は
気
に
し
て
い
な
い
。

　

法
制
度
的
に
は
、
連
邦
議
会
の
権
限
は

主な政策 議会承認の要否

税率引き下げなどによる労働者保護
外国製品への関税賦課

トランプ第2期政権

減税雇用法（TCJA）の延長

残業代、チップ課税廃止

インフレ抑制法（IRA）の廃止

社会保障給付金への課税廃止

法人税引き下げ

州の税控除規制の撤廃

不法移民対策の強化

その他のプログラム

関税引き上げ

必要

必要

必要

必要

必要

必要

大宗は不要

一部は不要

大宗は不要

〈図表2〉新政権の政策と議会承認の要否

（出所）DTFA Institute作成
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引
き
続
き
強
力
で
あ
る
が
、
新
政
権
が
議

会
を
弱
体
化
さ
せ
な
が
ら
、
大
統
領
権
限

を
強
化
し
続
け
る
可
能
性
は
あ
る
。
米
国

の
政
策
決
定
の
力
学
が
変
わ
っ
た
場
合
、

米
国
で
の
事
業
、
研
究
、
さ
ら
に
は
グ
ロ

ー
バ
ル
な
ル
ー
ル
や
貿
易
・
サ
ー
ビ
ス
、

ビ
ジ
ネ
ス
慣
行
に
影
響
が
及
ぶ
だ
ろ
う
。

米
国
政
治
が
さ
ら
に
不
安
定
に
な
る
リ
ス

ク
を
含
め
、
そ
の
行
方
を
注
視
す
べ
き
で

あ
る
。

フ
レ
ン
ド
シ
ョ
ア
リ
ン
グ
の
弱
体
化

　

第
三
の
留
意
点
は
、
米
国
が
築
い
て
き

た
フ
レ
ン
ド
シ
ョ
ア
リ
ン
グ
（
友
好
国
連

携
）
の
弱
体
化
で
あ
る
。

　

経
済
と
先
端
技
術
の
両
面
で
影
響
力
を

強
め
る
中
国
に
対
抗
す
る
た
め
、
バ
イ
デ

ン
政
権
は
21
年
以
降
、
半
導
体
や
重
要
鉱

物
・
素
材
な
ど
の
戦
略
物
資
の
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
を
同
盟
国
・
同
志
国
で
再
構
築

し
、
強き

ょ
う
じ
ん靱

化
す
る
「
フ
レ
ン
ド
シ
ョ
ア
リ

ン
グ
」
を
進
め
て
き
た
。
友
好
国
間
で
戦

略
物
資
や
技
術
、
専
門
家
を
循
環
さ
せ
、

権
威
主
義
的
国
家
に
よ
る
物
資
・
技
術
調

達
に
歯
止
め
を
か
け
る
こ
と
が
狙
い
だ
っ

た
。
そ
れ
は
、
I
R
A
に
お
い
て
米
国
お

よ
び
、
米
国
と
の
自
由
貿
易
協
定

（
F
T
A
）
締
結
国
の
製
品
が
政
策
支
援

の
対
象
だ
っ
た
こ
と
か
ら
も
う
か
が
え
る
。

　

連
邦
議
会
で
は
共
和
・
民
主
両
党
が
と

も
に
対
中
国
強
硬
姿
勢
を
示
し
て
お
り
、

ト
ラ
ン
プ
第
2
次
政
権
に
お
い
て
も
、
中

国
に
よ
る
戦
略
物
資
・
技
術
へ
の
ア
ク
セ

ス
を
封
じ
よ
う
と
す
る
流
れ
は
変
わ
ら
な

い
だ
ろ
う
。
し
か
し
、
新
政
権
は
民
主
党

政
権
が
進
め
た
「
ル
ー
ル
に
基
づ
く
国
際

秩
序
」
や
「
多
国
間
連
携
」
に
は
否
定
的

で
あ
り
、
単
独
主
義
を
追
求
す
る
可
能
性

が
高
い
。

　

ト
ラ
ン
プ
氏
の
「
ア
メ
リ

カ
・
フ
ァ
ー
ス
ト
貿
易
計
画
」

が
実
行
に
移
さ
れ
れ
ば
、
友
好

国
に
も
普
遍
的
関
税
が
課
せ
ら

れ
る

10

。
半
導
体
な
ど
で
進
め

ら
れ
た
フ
レ
ン
ド
シ
ョ
ア
リ
ン

グ
は
弱
体
化
し
、
外
国
企
業
に

対
す
る
「
バ
イ
ア
メ
リ
カ
ン
」

「
メ
イ
ド
イ
ン
ア
メ
リ
カ
」
の

圧
力
は
高
ま
る
。
友
好
国
を
含

め
他
国
へ
の
依
存
度
を
下
げ
る

動
き
が
強
ま
る
と
み
て
い
い
だ

ろ
う
。

　

地
政
学
リ
ス
ク
の
高
ま
り
や

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡

大
を
受
け
、
日
本
政
府
や
日
本

企
業
が
進
め
て
き
た
同
盟
国
・

同
志
国
間
で
の
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ

ー
ン
再
構
築
も
再
点
検
が
必
要

に
な
る
だ
ろ
う
。
ト
ラ
ン
プ

2
・
0
で
の
政
策
転
換
が
進
め

ば
、
日
本
企
業
は
究
極
的
に
は

①
米
国
内
へ
の
製
造
集
約
②
米

国
以
外
の
同
盟
国
・
同
志
国
へ

の
投
資
拡
大
─
の
い
ず
れ
か
を

迫
ら
れ
か
ね
な
い
。
相
反
す
る

2
極
を
意
識
し
な
が
ら
、
政

策
・
事
業
戦
略
を
組
み
立
て
、

最
適
解
を
導
く
こ
と
が
重
要
に

01　The Federal Election Commission, Individual Contributions（https://www.fec.gov/data/receipts/individual-contributions/?contributor
_name=elon+musk&recipient_committee_type=O）.

02　Musk, Elon. and Ramaswamy, Vivek. ”The DOGE Plan to Reform Government,” Wall Street Journal , November 20, 2024
（https://www.wsj.com/opinion/musk-and-ramaswamy-the-doge-plan-to-reform-government-supreme-court-guidance-end-executive-p
ower-grab-fa51c020?mod=opinion_trendingnow_article_pos1）.

03　マスク氏らはコスト削減の候補に国際機関や社会団体、公共放送への支出を挙げた。しかし、6.8兆ドルの連邦予算の大部分は社会福祉プログラム、債
務返済（トランプ氏は、社会保障やメディケアは削減しないと発言）、国防費・関連費（共和党支持層の聖域）を占めている。目標達成にはこれらに切り込
むことが必要とされ、実現を疑う声が目立つ。

04　Michaelson, Jay. “Trump plans to fire thousands of government workers - but it won’t be easy,” MSNBC ,November 18, 2024（https://
www.msnbc.com/opinion/msnbc-opinion/trump-fire-federal-workers-project-2025-schedule-f-rcna180393）.

05　Lotz, Avery. “Musk says SpaceX will sue FAA for ‘regulatory overreach’,” Axios, September 17, 2024（https://www.axios.com/2024/09
/17/elon-musk-spacex-fines-faa-violations）
Shepardson, David. “US agency will not reinstate $900 mln subsidy for SpaceX Starlink unit,” Reuters, December 13, 2023
（https://www.reuters.com/technology/space/us-agency-will-not-reinstate-900-mln-subsidy-spacex-starlink-unit-2023-12-13/）.

06　FCC委員長にはプラットフォーマー規制派のカー委員が起用された。
Folkenflik, David.” Trump taps FCC's Brendan Carr to lead the agency,” NPC, November 17, 2024（https://www.npr.org/2024/11/17/
nx-s1-5193064/fcc-chair-brendan-carr-trump）　Retrieved 2024.12.04.

07　下院共和党内の権力闘争が激しくなる可能性も注視が必要である。下院は、共和党220対民主党215となったが、共和党下院議員3名（ウォルツ、ゲイ
ツ、ステファニク）が政権入りするため、補欠選挙の結果が出るまで共和党217対民主党215の構図となる。下院の過半数以上は当面217となり、意思
決定をめぐる共和党内の主導権争いが予想される。

08　Conness, Jack. ”IRA Investments,”（https://www.jackconness.com/ira-chips-investments）.
09　Trump, Donald. （2024.12.01）. Retrieved from https://truthsocial.com/@realDonaldTrump/posts/113460270802936865

新政権の閣僚・高官選定では奇抜とみられる候補者もいるが、上院、特に共和党議員が承認に反対した場合、「反トランプ派」の烙印を押され、その後の
政治活動に影響が出るとの観測がある。

10　America First Policy Institute,” Negotiate Trade Deals that Protect American Workers and Consumers, and Protect Our National 
Security,”（https://agenda.americafirstpolicy.com/economy/negotiate-trade-deals-that-protect-american-workers）.

■連邦政府の閣僚・高官人事
■連邦議会人事
▫下院歳入委員会、上院歳出委員会、上院財政委員会 etc.
■政策コミュニティメンバー（研究者、ロビイスト、ジャーナリスト）の特定

情報収集

■連邦政府、連邦上下両院との折衝
■州政府、州議会との対話
■共和党系シンクタンク、ロビー会社の特定

接点拡大

■第1期政権（2017～21年）の政策分析
▫公約の「達成」「部分的達成」「未達」の把握
▫適用除外等の対応手順の確認

政策・事例分析

〈図表3〉トランプ第2次政権への備え

（出所）DTFA Institute作成
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な
る
。

ト
ラ
ン
プ
2・0
対
応
、「
魔
法
の
杖
」は
存
在
せ
ず

　

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
こ
れ
か
ら
、
第
1

次

政

権

の

時

と

同

様

に

“U
npredictability”

（
予
測
不
可
能
性
）

を
武
器
に
相
手
を
揺
さ
ぶ
り
、
成
果
や
勝

利
を
得
よ
う
と
す
る
だ
ろ
う
。
そ
し
て
、

8
年
前
と
異
な
り
、
新
政
権
で
は
政
治
経

験
で
は
な
く
、
大
統
領
へ
の
忠
誠
心
を
基

準
に
し
て
閣
僚
・
高
官
候
補
が
集
め
ら
れ

て
い
る
。
予
測
不
可
能
性
は
さ
ら
に
高
ま

り
そ
う
だ
。

　

日
本
企
業
、
政
府
は
前
述
の
三
つ
の
留

意
点
、
そ
の
他
の
多
く
の
領
域
に
お
い
て
、

ト
ラ
ン
プ
2
・
0
の
激
動
に
備
え
る
こ
と

が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
た
だ
し
、
ト
ラ
ン

プ
氏
の
予
測
不
可
能
性
に
対
す
る
「
魔
法

の
杖つ

え

」
や
「
遠
見
の
水
晶
」
は
存
在
し
な

い
。
日
本
企
業
に
と
っ
て
は
①
情
報
収
集

②
接
点
の
拡
大
③
第
1
次
政
権
の
政
策
・

事
例
分
析
─
と
い
う
三
つ
の
対
応
が
基
本

動
作
と
な
る
（
図
表
3
）。

　

図
表
4
は
第
1
次
政
権
の
公
約
達
成
・

未
達
状
況
か
ら
想
定
さ
れ
る
戦
略
の
策

定
・
実
施
プ
ロ
セ
ス
と
な
る
。

　

こ
れ
か
ら
の
4
年
間
は
十
分
に
基
本
動

作
を
確
認
し
、
激
動
に
備
え
る
こ
と
が
、

何
よ
り
も
重
要
に
な
る
だ
ろ
う
。
米
国
政

治
の
中
枢
に
い
る
政
策
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー

の
メ
ン
バ
ー
の
ア
ド
バ
イ
ス
を
引
用
す
る

な
ら
ば
、「
シ
ー
ト
ベ
ル
ト
を
締
め
な
さ

い
！
（Fasten Your Belts!

）
と
い
う

こ
と
に
な
る
。

【
略
歴
】

　

江
田 

覚
（
こ
う
だ
・
さ
と
る
）　

時
事

通
信
社
に
て
記
者
、
ワ
シ
ン
ト
ン
特
派
員
、

編
集
委
員
と
し
て
金
融
や
経
済
外
交
、
デ

ジ
タ
ル
領
域
を
取
材
し
た
後
、
2
0
2
2

年
よ
り
現
職
。
政
策
ビ
ジ
ョ
ン
の
立
案
・

発
信
支
援
な
ど
に
従
事
。
専
門
分
野
は
産

業
・
技
術
政
策
、
政
策
過
程
論
。
早
稲
田

大
学
大
学
院
政
治
学
研
究
科
修
士
課
程
在

籍
中
。

　

平
木 

綾
香
（
ひ
ら
き
・
あ
や
か
）　

慶

應
義
塾
大
学
大
学
院
政
策
・
メ
デ
ィ
ア
研

究
科
修
了
、
同
大
学
院
後
期
博
士
課
程
在

籍
中
。
官
公
庁
、
外
資
系
コ
ン
サ
ル
テ
ィ

ン
グ
フ
ァ
ー
ム
に
て
、
安
全
保
障
貿
易
管

理
業
務
、
公
共
・
グ
ロ
ー
バ
ル
案
件
（
貿

易
・
宇
宙
・
防
衛
分
野
）
な
ど
に
従
事
。

2
0
2
3
年
よ
り
現
職
。
専
門
分
野
は
、

国
際
政
治
・
安
全
保
障
、
ア
メ
リ
カ
政
治

外
交
。

第1次政権の公約達成・未達状況 戦略策定 実施プロセス（例）

■減税：2017年税制改革法

■TPP、パリ協定、イラン核合意からの離脱

■NAFTAの再交渉：USMCAに改定

■最高裁判事任命：3人の保守派を指名
（保守6、リベラル3）

■鉄鋼・アルミニウム関税賦課（除外あり）

達成

■メキシコとの国境の壁建設
（約730km）

■移民の取り締まり強化。しかし、幼少時に
親に米国に連れて来られた不法移民を保
護する制度（DACA）の廃止には至らず

部分的
達成

■経済成長4％達成

■1兆規模のインフラ投資

■オバマケアの廃止

■中東和平プロセス（イスラエルとパレスチ
ナの和平合意）

未達

トランプ前政権の
政策と自社への
影響の見直し

•トランプ第2次政権が全ての公約を達成できるとは限
らないため、第1次政権の政策と自社の事業との関連
を改めて分析する必要がある（＝リスクアセスメント）
•トランプ氏の公約は完全な「ブラフ」ではなく、実行に
移されることが高い
•ただし、トランプ前政権では、多くの選挙公約が実行
に移されたが、全ては達成していない。議会での支持
が得られなかった等の理由から一部の公約は未達で
終わっている

対応手順の策定

•過去のベストプラクティスを基に、対応手順を定める
•（例）トランプ前政権は、2018年3月に、通商拡大法
232条に基づき、日本や欧州、中国などの鉄鋼製品に
25％、アルミニウム製品に10%の輸入関税を導入し
た。ただし、この措置には適用除外が設けられており、
多くの日本企業は、個別に米商務省に申請することで
ダメージを一定程度抑制した

中長期視点での
米国事業戦略の

構築

•米国だけでなく、欧州や韓国などの競合企業や政府の
動きなども調査し、自社の戦略目標のために実施すべ
き事項と体制を短期・中期・長期に整理し、ロードマッ
プに落とし込む
•米国経済や通商政策の予見性が低い状況が続くこと
が予想される。無理に予測し、短期間の損得だけで行
動すると、深刻な誤りを犯しかねない

〈図表4〉第1次政権からのインプリケーション

（出所）DTFA Institute作成


